「なぜより小さい規模の機器を導入では支障をきたすのか」「自己資金ではなく補助事業をつかうのになぜこの規模の機械を導入する必要があるのか」について根拠資料とともにご提出いただく必要がありますので、下記記入例をご参考にご提出ください。
例：参考様式
(導入しようとする機器名)の(更新・追加・新規)導入にかかる規模決定根拠について
(経営体名 ※法人の場合は役職名、代表者名も含めてご記載願います。)
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例1：トラクターの追加導入の場合

別添青色申告資料資産別固定資産減価償却内訳表およびリース明細のとおり、現有機は27PSの機器が一台、50PSの機器が一台である。
今回導入しようとしている機器は55PS。
現状では、（現状の機械では能力が足りていない状況説明）な状況であり作付けに支障をきたしている。
高性能な54PSのトラクターを導入することにより、（導入が必要な理由の改善内容）の改善が見込まれる。
滋賀県の農業機械の利用規模の下限面積の目安に基づくと、下限面積はそれぞれ8ha・12.9ha・17.6haのため全体で38.5ha。
要望時点での共済提出の営農計画書の作期1で、トラクターで作業する対象となる作付面積の合計は、40ha。

よって、(現有機＋導入機器の下限面積)＜(経営面積)となるため、適正な規模といえる。

また、面積の拡大を図ることから、目標年度においても下限面積を満たすことができる。
なお、導入する機器は＜すべて＞or＜★★ha(過半)＞を事業実施地区(申請している人・農地プランの範囲内) を対象として使用する。(過半の場合追加記載→)残りについては、◎◎地区で使用予定である。目標年度にも過半以上は事業実施地区で使用する。目標年度にも過半以上は事業実施地区で使用する。
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例2：田植機の拡大更新の場合
別添青色申告資料資産別固定資産減価償却内訳表およびリース明細のとおり、現有機は5条植の機器が一台である。

現有機では、（現状の機械では能力が足りていない状況説明）な状況であるが、5条植の機器を廃棄して高性能な8条植の機器を導入することで、（機械導入後の改善内容）となることが見込まれる。

滋賀県の農業機械の利用規模の下限面積の目安に基づくと、下限面積は10.7ha。
要望時点での共済提出の営農計画書の作期1で、水稲の作付面積の合計は、11ha。

よって、(現有機＋導入機器の下限面積)＜(経営面積)となるため、過剰な設備導入ではない。

また、面積の拡大を図ることから、目標年度においても下限面積を満たすことができる。
なお、導入する機器は＜すべて＞or＜★★ha(過半)＞を事業実施地区(申請している人・農地プランの範囲内) を対象として使用する。(過半の場合追加記載→)残りについては、◎◎地区で使用予定である。目標年度にも過半以上は事業実施地区で使用する。
例3：コンバインの追加導入の場合

別添青色申告資料資産別固定資産減価償却内訳表およびリース明細のとおり、現有機は刃幅900mmの機器が一台、1,210mmの機器が1台である。
現有機では、（現状の機械では能力が足りていない状況説明）な状況であり、作業に支障をきたしている。

今回導入しようとしている機器は刃幅1,210mmの機器が1台である。

すべての機械を水稲および麦に使用するが、機械の追加導入により、（機械導入後の改善内容）となることが見込まれる。
滋賀県の農業機械の利用規模の下限面積の目安に基づくと、水稲の下限面積は5.6ha・10.6ha・10.6ha、麦の下限面積は6.8ha・12.7ha・12.7haであり、要望時点での共済提出の営農計画書の作付面積の合計は、水稲が20ha、麦が10ha。

となり、1を超えるので、過剰な設備導入ではない。
また、面積の拡大を図ることから、目標年度においても下限面積を満たすことができる。
なお、導入する機器は＜すべて＞or＜★★ha(過半)＞を事業実施地区(申請している人・農地プランの範囲内) を対象として使用する。(過半の場合追加記載→)残りについては、◎◎地区で使用予定である。目標年度にも過半以上は事業実施地区で使用する。
例5：乾燥機の導入の場合、現有機器に付随する機器の導入の場合
乾燥機導入判定表にもとづいて根拠を作成して頂く必要があります。

申請しようとされる場合は、データを送付しますので担当者までご連絡ください。
規模決定根拠の記載方法については、例6：その他機器の導入の場合を参照してください。
例6：その他機器の導入の場合

要望時点での共済提出の営農計画書の対象作物○○の作付面積の合計は、××である。
現有機では、（現状の機械では能力が足りていない状況説明）な状況であり、作業に支障をきたしている。

現有および導入しようとしている機器の作業能力は、(時間あたり面積)△△である。
○○の作業適期が■■日間なので、その期間内に作業を完了するには、この規模の機器が必須となる。
また、面積の拡大を図ることから、目標年度においても下限面積を満たすことができる。
なお、導入する機器はすべて/★★ha(過半)を事業実施地区(申請している人・農地プランの範囲内) を対象として使用する。(過半の場合)残りについては、◎◎地区で使用予定である。目標年度にも過半以上は事業実施地区で使用する。
※要望時点での作付面積では超えていないが、目標時点では下限面積を超えるという場合には、以下のような書き方になります。

「要望時点での～」→「目標年度○○年度までに対象作物の面積を○○haまでに伸ばす。達成できる根拠として、集積する予定の筆の一覧と、集積することを示す人・農地プランを添付する。」

集落の合意を得た上で人・農地プランの変更申請を組合長から市役所あてに提出していただく必要があります。
参考様式
　　　　　　　　　　の　　導入にかかる規模決定根拠について

　

添付する根拠資料

・

� EMBED Equation.3  ���
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